
 
 

建設コンサルタント業務等の低入札対策について 

 

法務省においては、測量、建設コンサルタント業務、補償関係コンサル

タント業務及び地質調査業務（以下「建設コンサルタント業務等」という。）

における品質確保対策として、予定価格又は予定調達総額（以下「予定価

格等」という。）が１，０００万円を超える入札において調査基準価格を

下回ったときに、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第８

６条第１項に規定する調査（以下「低入札価格調査」という。）を実施し

ているところ、業務成果における良好な品質確保のために、これに加え下

記の対策を実施する。 

なお、本件取扱いは、法務省大臣官房施設課長が令和６年１０月１日以

降に入札公告を行う建設コンサルタント業務等の調達から適用する。 

記 

１ 低入札に基づく契約 

次の(1)又は(2)のいずれかに該当する場合、低入札に基づく契約とみ

なす。 

(1) 低入札価格調査を受けた者と業務委託契約を締結する場合。 

(2) 予定価格等が１００万円を超え１，０００万円以下である調達のう

ち、建設コンサルタント業務等については、契約ごとに予定価格等を

算出する基礎となった次に掲げる額の合計額に取引に係る消費税及び

地方消費税相当額を加えた額（以下「調査基準価格相当額」という。）

を下回った額を落札価格として当該業務に係る委託契約を締結する場

合。 

ただし、調査基準価格相当額については、次に掲げる契約ごとに定

める割合を予定価格等に乗じて得た額を上限額又は下限額とする。 

ア 測量に係る契約の調査基準価格相当額は、以下の(ｱ)から(ｳ)まで

の合計額とし、予定価格等に乗じる割合の上限は１０分の８．２、

下限は１０分の６とする。  

(ｱ) 直接測量費の額 

(ｲ) 測量調査費の額 

(ｳ) 諸経費の額に１０分の５を乗じて得た額 

イ 建設コンサルタント業務及び補償関係コンサルタント業務の委託

に係る契約の調査基準価格相当額は、以下の(ｱ)から(ｴ)までの合計

額とし、予定価格等に乗じる割合の上限は１０分の８．１、下限は

１０分の６とする。 

(ｱ) 直接人件費の額 

(ｲ) ①建築関係の建設コンサルタント業務においては、特別経費の



 
 

額、②土木関係の建設コンサルタント業務及び補償関係コンサル

タント業務においては、直接経費の額 

(ｳ) ①建築関係の建設コンサルタント業務においては、技術料等経

費の額に１０分の６を乗じて得た額、②土木関係の建設コンサル

タント業務及び補償関係コンサルタント業務においては、その他

原価の額に１０分の９を乗じて得た額 

(ｴ) ①建築関係の建設コンサルタント業務においては、諸経費の額

に１０分の６を乗じて得た額、②土木関係の建設コンサルタント

業務及び補償関係コンサルタント業務においては、一般管理費等

の額に１０分の５を乗じて得た額 

ウ 地質調査業務の委託に係る契約の調査基準価格相当額は、以下の

(ｱ)から(ｴ)までの合計額とし、予定価格等に乗じる割合の上限は１

０分の８．５、下限は３分の２とする。  

(ｱ) 直接人件費の額 

(ｲ) 間接調査費の額に１０分の９を乗じて得た額 

(ｳ) 解析等調査業務費の額に１０分の８を乗じて得た額 

(ｴ) 諸経費の額に１０分の５を乗じて得た額 

２ 低入札対策 

上記１に該当する場合、次の(1)から(3)までの対策を講じる。 

(1) 品質確保対策計画書の提出 

受注者に、契約締結から７日以内に「品質確保対策計画書」を提出

させる。 

なお、同計画書は、受注者において適宜作成するものとするが、次

のア及びイを必ず含めるものとする。また、同計画書提出時に未定の

部分がある場合は、当該未定部分を業務完了報告書提出時までに行う

ことを書面で確約した場合において、「未定」と記載して差し支えな

いものとする。 

ア 配置予定者の制限又は品質証明書等の義務付け 

同計画書においては、次のａからｃまでのいずれかの実施を確約す

るものとする。 

ａ 当該業務の配置予定管理技術者としての要件を満足する者を担

当技術者として配置する。 

ｂ 当該業務の不備により法務省に損害を与えた場合、受注者の責

任において損害補填する旨を記載した「代表者の品質証明書」を提

出する。 

なお、代表者とは本業務の契約書に記載される受注者の代表者と

し、損害補填の期間は、本業務に係る工事が完成するまでとする。 



 
 

ｃ 当該業務の照査等に加え、第三者による照査等を受注者の負担

において実施する。ただし、照査を実施する第三者については、以

下の①から⑤までの要件を満たす者で発注者の承認を得た者とす

る。 

なお、第三者による照査に係る再委託については、当該契約に係

る業務の大部分又は主要な部分には該当しないものとする。 

おって、業務等委託契約書に定める、成果物が種類又は品質に関

して契約の内容に適合しないもの（契約不適合）であった場合の修

補の請求及び損害の賠償については、発注者が受注者に対して行う

ものであるため、第三者による照査を実施した者が責任を負うこと

とはしない。 

① 予算決算及び会計令第９８条において準用する同第７０条及

び第７１条の規定に該当しないこと。 

② 調達に係る入札公告及び入札説明書の「競争参加資格」の項目

に定められた年度について、法務省における建設コンサルタント

業務等に係る一般競争（指名競争）参加資格を有していること。 

③ 法務省大臣官房施設課長から建設コンサルタント業務等に関

し指名停止等を受けている期間中でないこと。 

④ 受注者と資本面・人事面で関係がなく、かつ過去５年間に受注

者と請負関係がない（元請・下請、照査受注も含む。）こと。 

⑤ 第三者による照査を実施する技術者は、本業務の管理技術者の

資格要件を満たす者であること。 

イ 業務打合せの厳格化 

業務実施上必要となる全ての打合せに管理技術者（測量及び地質

調査業務にあっては、主任技術者）を出席させることとする。 

(2) 履行確認の厳格化 

ア 業務の履行確認 

業務計画書に基づく主要な区切り毎に主任調査員による履行確認

を行い、その結果を成績評定に反映する。 

イ 品質確保対策計画書の履行確認 

業務完了報告書提出までの間に、同計画書の記載内容について不

履行が認められた場合には、業務において不誠実な行為があったも

のとみなし、必要な措置を講ずる。 

(3) 低入札情報の公表 

入札等結果情報を公表する。 


